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３ 介護給付費に関する事項 

 

（１） 介護報酬の算出方法 
① 指定地域密着型サービスに要する費用の額は、指定地域密着型サービス介護給付費単位数表により

算定する。基本の 単位数に対して、加算・減算が必要な場合には、加算・減算の計算を行うごと

に、小数点以下の四捨 五入を行う。また、サービスコード表に掲載されている単位数は、すでに

端数処理を行った単位数のため、端数処理を行う必要はない。 

② 指定地域密着型サービスに要する費用の額は、別に厚生労働大臣が定める１単位（飯塚市は10.14

円）の単価に単位数を乗じて算定する。 

算定額に１円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てて計算するものとする。 

 

☆飯塚市の地域区分別 1 単位の単価：7 級地 10.14 円 

 
③ 上記②に算出した額に、90％～60％（100％－自己負担割合率）を乗じた額が保険請求額となり、

総額から保険請求額を引いた額が利用者負担となる。 

 

【介護報酬算定上の端数処理と利用者負担の算定方法】 

（例）認知症対応型共同生活介護を 25 日提供した場合（１ユニットの場合） 

（要介護３で、初期加算・医療連携体制加算・サービス提供体制強化加算（Ⅰ）を算定） 

単位数算定 

823＋30＋39＋22＝914 単位 

  ↓ 

金額換算 

（例）上記①の事例でこのサービスを 25 日提供した場合 

914 単位×25日=22,850 単位 

22,850 単位×10.14 円/単位=231,699 円  (１円未満の端数は切り捨て) 

    ↓ 

保険請求額と利用者負担額 

（（利利用用者者 11 割割負負担担のの場場合合））  

保険請求額：231,699 円×90％＝208,529 円(１円未満の端数は切り捨て) 

利用者負担額：231,699 円－208,529 円＝23170 円 
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（２） 認知症対応型共同生活介護の基本報酬 

  

ググルルーーププホホーームムのの基基本本報報酬酬（（ⅠⅠ））（（１１ユユニニッットトのの場場合合））  

要介護度 単位数（1 日につき） 

要支援 2 760 単位 

要介護 1 764 単位 

要介護 2 800 単位 

要介護 3 823 単位 

要介護 4 840 単位 

要介護 5 858 単位 

  

ググルルーーププホホーームムのの基基本本報報酬酬（（ⅡⅡ））（（２２ユユニニッットトのの場場合合））  

要介護度 単位数（1 日につき） 

要支援 2 748 単位 

要介護 1 752 単位 

要介護 2 787 単位 

要介護 3 811 単位 

要介護 4 827 単位 

要介護 5 844 単位 

 

短短期期利利用用共共同同生生活活介介護護（（ⅠⅠ））（（１１ユユニニッットトのの場場合合））  

要介護度 単位数（1 日につき） 

要支援 2 788 単位 

要介護 1 792 単位 

要介護 2 828 単位 

要介護 3 853 単位 

要介護 4 869 単位 

要介護 5 886 単位 

 

短短期期利利用用共共同同生生活活介介護護（（ⅡⅡ））（（２２ユユニニッットトのの場場合合）） 

要介護度 単位数（1 日につき） 

要支援 2 776 単位 

要介護 1 816 単位 

要介護 2 840 単位 

要介護 3 857 単位 

要介護 4 853 単位 

要介護 5 873 単位 
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（３） 認知症対応型共同生活介護の加算・体制 

 

夜間支援体制加算 

注 4 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして市町村長に届け出た指定 

認知症対応型共同生活介護事業所については、当該施設基準に掲げる区分に従い、1 日に 

つき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。 

(1)夜間支援体制加算(Ⅰ)   ５０単位 

(2)夜間支援体制加算(Ⅱ)   ２５単位 

 

別に厚生労働大臣が定める施設基準 

三十二 指定認知症対応型共同生活介護における夜間支援体制加算に係る施設基準 

 イ 夜間支援体制加算(Ⅰ)を算定すべき指定認知症対応型共同生活介護の施設基準 

  (1) 通所介護費等の算定方法第八号に規定する基準に該当していないこと。 

  (2) 前号イ又はハに該当するものであること 

  (3) 夜勤を行う介護従業者〔略〕及び宿直勤務に当たる者の合計数が二以上であること。 

 ロ 夜間支援体制加算(Ⅱ)を算定すべき指定認知症対応型共同生活介護の施設基準 

  (1) イ(1)に該当するものであること。 

  (2) 前号ロ又はニに該当するものであること。 

  (3) 夜勤を行う介護従業者及び宿直勤務に当たる者の合計数が、当該指定認知症対応型共

同生活介護事業所を構成する共同生活住居の数に一を加えた数以上であること。 

 

夜間支援体制加算について 

  当該加算は、事業所の一の共同生活住居につき、夜間及び深夜の時間帯を通じて一の介護

従業者を配置している場合において、それに加えて常勤換算方法で 1 以上の介護従業者又は

1 以上の宿直勤務にあたる者を配置した場合に算定するものとすること。ただし、全ての開

所日において、夜間及び深夜の時間帯の体制が人員配置基準を上回っているものとする。 

 

平成 27 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ 

○夜間支援体制加算 

（問） 小規模多機能型居宅介護における夜間の宿直勤務にあたる職員は、必ずしも事業所内

で宿直する必要はないものとされているが、認知症対応型共同生活介護における夜間支

援体制加算の算定要件である宿直勤務の職員も同様の取扱いと考えてよいか。 

（答） 事業所内での宿直が必要となる。 

   なお、認知症対応型共同生活介護における夜間支援体制加算での宿直職員は、事業所内の

利用者の安全確保を更に強化するために配置されているものである一方で、小規模多機

能型居宅介護における夜間の宿直職員は、主として登録者からの連絡を受けての訪問サ

ービスに対応するための配置であることから、その配置の考え方は異なるものである。 

（問） 認知症対応型共同生活介護事業所と他の介護保険サービス事業所が同一建物で併設 

   している場合に、両事業所で同時並行的に宿直勤務を行っていると解して、建物として 1 
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・   名の宿直勤務をもって、夜間支援体制加算を算定することは可能か。 

（答）  本加算は、事業所内の利用者の安全確保を更に強化するための加配を評価するための

ものであることから、原則として、算定は認められない。 

     ただし、認知症対応型共同生活介護事業所に指定小規模多機能型居宅介護事業所が併

設されている場合で、以下の要件を満たすほか、入居者の処遇に支障がないと認められ

たことにより、1 名の夜勤職員が両事業所の夜勤の勤務を兼ねることができることに準

じて、同様の要件を満たしている場合には、建物に 1 名の宿直職員を配置することを

もって、加算を算定することとしても差し支えない。 

    ・指定認知症対応型共同生活介護事業の定員と指定小規模多機能型居宅泊まり定員の 

計が 9 人以内であること 

指定認知症対応型共同生活介護事業所と指定小規模多機能型居宅介護事業所が同一 

階に隣接しており、一体的な運用が可能な構造であること 

 

 

認知症行動・心理症状緊急対応加算 

注 5 ロについて、医師が認知症〔略〕の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が 

困難であり、緊急に指定認知症対応型共同生活介護を利用することが適当であると判断し 

た者に対し、指定認知症対応型共同生活介護を行った場合は、入居を開始した日から起算 

して 7 日を限度として、1 日につき 200 単位を所定単位数に加算する 

 

認知症行動・心理症状緊急対応加算について 

① 「認知症の行動・心理症状」とは、認知症による認知機能の障害に伴う、妄想・幻覚・興奮・

暴言等の症状を指すものである。 

② 本加算は、利用者に「認知症の行動・心理症状」が認められ、緊急に短期利用認知症対応型

共同生活介護が必要であると医師が判断した場合であって、介護支援専門員、受け入れ事業

所の職員と連携し、利用者又は家族の同意の上、認知症対応型共同生活介護の利用を開始し

た場合に算定することができる。本加算は医師が判断した当該日又はその次の日に利用を開

始した場合に限り算定できるものとする。 

③ 次に掲げる者が、直接、短期利用認知症対応型共同生活介護の利用を開始した場合には、当

該加算は算定できないものであること。 

  ａ 病院又は診療所に入院中の者 

  ｂ 介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入院中又は入所中の者 

  ｃ 認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、特定施設入居者生活

介護、短期入所生活介護、短期入所療養介護、短期利用認知症対応型共同生活介護、短期利

用特定施設入居者生活介護及び地域密着型短期利用特定施設入居者生活介護を利用中の者 

 ④ 判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内容等を記録しておくこと。また、事業所も

判断を行った医師名、日付及び利用開始に当たっての留意事項等を介護サービス計画書に

記録しておくこと。 

 ⑤ 7 日を限度として算定することとあるのは、本加算が「認知症の行動・心理症状」が認め
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られる利用者を受け入れる際の初期の手間を評価したものであるためであり、利用開始後 8

日目以降の短期利用認知症対応型共同生活介護の利用の継続を妨げるものではないことに

留意すること。 

 

平成 21 年 4 月改定に関するＱ＆Ａ 

○認知症行動・心理症状緊急対応加算 

（問） 入所が予定されており、入所予定期間と実際の緊急入所の期間が重なっている場

合であっても、本来の入所予定日前に緊急に入所した場合には、7 日分算定が可能

か。 

（答） 当初の入所予定期間も含め、認知症行動・心理症状により緊急に入所した日から 7

日間以内で算定できる。 

（問） 入所予定日当日に、予定していた事業所に認知症行動・心理症状で入所した場合

は算定できるか。 

（答） 本加算制度は予定外で緊急入所した場合の受入れの手間を評価するものであるこ

とから、予定通りの入所は対象とならない。 

 

 

若年性認知症利用者受入加算 

注 6  別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た指定認 

知症対応型共同生活介護事業所において、若年性認知症利用者に対して、指定認知症対

応型共同生活介護を行った場合は、若年性認知症利用者受入加算として、1日につき120

単位を所定単位数に加算する。ただし、注 5（認知症行動・心理症状緊急対応加算）を

算定している場合は、算定しない。 

 

別に厚生労働大臣が定める基準 

十八 〔略〕認知症対応型共同生活介護費、〔略〕介護予防認知症対応型共同生活介護費におけ

る若年性認知症利用者受入加算の基準 

  受け入れた若年性認知症利用者〔略〕ごとに個別の担当者を定めていること。 

 

若年性認知症利用者受入加算について 

  受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を決め、その者を中心に、当該利用者

の特性やニーズに応じたサービス提供を行うこと。 

 

平成 21 年 4 月改定に関するＱ＆Ａ 

○若年性認知症利用者受入加算 

（問） 一度本加算制度の対象となった場合、65 歳以上になっても対象のままか。 

（答） 65 歳の誕生日の前々日までは対象である。 

（問） 担当者とはなにか。定めるにあたって担当者の資格要件はあるか。 

（答） 若年性認知症利用者を担当する者のことで、施設や事業所の介護職員の中からさだめて
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いただきたい。人数や資格要件は問わない。 

 

 

利用者の入院期間中の体制 

注 7 利用者が病院又は診療所への入院を要した場合は、１月に６日を限度として所定単位数 

に代えて１日につき 246 単位を算定する。ただし、入院の初日及び最終日は、算定できな 

い。 

 

別に厚生労働大臣が定める基準 

利用者について、病院又は診療所に入院する必要が生じた場合であって、入院後三月以内に退

院することが明らかに見込まれるときは、その者及びその家族の希望等を勘案し、必要に応じて

適切な便宜を供与するとともに、やむを得ない事情がある場合を除き、退院後再び当該指定認知

症対応型共同生活介護事業所に円滑に入居することができる体制を確保していること。 

 

➀ 注7により入院時の費用を算定する指定認知症対応型共同生活介護事業所は、あらかじめ、 

利用者に対して、入院後３月以内に退院することが明らかに見込まれるときは、その者及びそ

の家族等の希望等を勘案し、必要に応じて適切な便宜を供与するとともに、やむを得ない事情

がある場合を除き、退院後再び当該指定認知症対応型共同生活介護事業所に円滑に入居するこ

とができる体制を確保していることについて説明を行うこと。 

イ 「退院することが明らかに見込まれるとき」に該当するか否かは、利用者の入院先の病院 

又は診療所の当該主治医に確認するなどの方法により判断すること。 

ロ 「必要に応じて適切な便宜を提供」とは、利用者及びその家族の同意の上での入退院の手 

続きや、その他の個々の状況に応じた便宜を図ることを指すものである。 

ハ 「やむを得ない事情がある場合」とは、単に当初予定の退院日に居室の空きがないことを

もって該当するものではなく、例えば、利用者の退院が予定より早まるなどの理由により、

居室の確保が間に合わない場合等を指すものである。事業所側の都合は、基本的には該当し

ないことに留意すること。 

ニ 利用者の入院の期間中の居室は、短期利用認知症対応型共同生活介護等に利用しても差し 

支えないが、当該利用者が退院する際に円滑に再入居できるよう、その利用は計画的なもの 

でなければならない。 

➁ 入院の期間には初日及び最終日は含まないので、連続して７泊の入院を行う場合の入院期間 

は、６日と計算される。 

（例） 

入院期間：３月１日～３月８日（８日間） 

３月１日 入院の開始………所定単位数を算定 

３月２日～３月７日（６日間）………１日につき 246 単位を算定可 

３月８日 入院の終了………所定単位数を算定 

➂ 利用者の入院の期間中にそのまま退居した場合は、退居した日の入院時の費用は算 

定できる。 
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➃ 利用者の入院の期間中で、かつ、入院時の費用の算定期間中にあっては、当該利用者が使用

していた居室を他のサービスに利用することなく空けておくことが原則であるが、当該利用者

の同意があれば、その居室を短期利用認知症対応型共同生活介護等に活用することは可能であ

る。ただし、この場合に、入院時の費用は算定できない。 

➄ 入院時の取扱い 

イ 入院時の費用の算定にあたって、１回の入院で月をまたがる場合は、最大で連続 13 泊 

（12 日分）まで入院時の費用の算定が可能であること。 

（例）月をまたがる入院の場合 

入院期間：１月 25 日～３月８日 

１月 25 日 入院………所定単位数を算定 

１月 26 日～１月 31 日（６日間）………１日につき 246 単位を算定可 

２月１日～２月６日（６日間）………１日につき 246 単位を算定可 

２月７日～３月７日………費用算定不可 

３月８日 退院………所定単位数を算定 

ロ 利用者の入院の期間中は、必要に応じて、入退院の手続きや家族、当該医療機関等への

連絡調整、情報提供などの業務にあたること。 

 

平成 30 年 3 月 23 日Ｑ＆Ａ 

（問） 入院時の費用算定について 、3 ヶ月 入院した場合に、次のよう毎月 6 日を限度とし

て加算認めることは差支えないか。  

    

（答） 平成 18 年 3 月 31 日老計発第 0331005 号、老振発第 0331005 号、老老発第

0331018 号第 2-6-（6）-➄に示すように入院当初の期間が、最初の月から翌月へ連

続して跨る場合は、都合 12 日まで算定可能であるが、事例のように毎月ごとに 6 日間

の費用が算定できるものではない。 

 

 

看取り介護加算 

注 8 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして市町村長に届け出た指定 

認知症対応型共同生活介護事業所において、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利 

用者については、看取り介護加算として、死亡日以前 31 日以上 45 日以下については 1

日につき72単位を、死亡日以前4日以上30 日以下については1 日につき144単位を、
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死亡日の前日及び前々日については 1 日につき 680 単位を、死亡日については 1 日につ

き 1,280 単位を死亡月に加算する。ただし、退居した日の翌日から死亡日までの間又は医

療連携体制加算を算定していない場合は、算定しない。 

※要支援者には算定できない。 

 

別に厚生労働大臣が定める施設基準 

三十三 指定認知症対応型共同生活介護における看取り介護加算に係る施設基準 

 イ 看取りに関する指針を定め、入居の際に、利用者又はその家族等に対して、当該指針の内

容を説明し、同意を得ていること。 

 ロ 医師、看護職員（指定認知症対応型共同生活介護事業所の職員又は当該指定認知症対応型

共同生活介護事業所と密接な連携を確保できる範囲内の距離にある病院若しくは診療所若

しくは指定訪問看護ステーションの職員に限る。）、介護職員、介護支援専門員その他の職種

の者による協議の上、当該指定認知症対応型共同生活介護事業所における看取りの実績等を

踏まえ、適宜、看取りに関する指針の見直しを行うこと。 

 ハ 看取りに関する職員研修を行っていること。 

 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者 

四十 指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の認知症対応型共同生活介護費の注 5 の厚

生労働大臣が定める基準に適合する利用者 

 次のイからハまでのいずれにも適合している利用者 

 イ 医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者であ

ること。 

 ロ 医師、看護職員（指定認知症対応型共同生活介護事業所〔略〕の職員又は当該指定認知症

対応型共同生活介護事業所と密接な連携を確保できる範囲内の距離にある病院若しくは診

療所若しくは指定訪問看護ステーション〔略〕の職員に限る。）、介護支援専門員その他の

職種の者（以下この号において「医師等」という。）が共同で作成した利用者の介護に係る

計画について、医師等のうちその内容に応じた適当な者から説明を受け、当該計画について

同意している者（その家族等が説明を受けた上で、同意している者を含む。）であること。 

ハ 看取りに関する指針に基づき、利用者の状態又は家族の求め等に応じ随時、医師等の相

互の連携の下、介護記録等利用者に関する記録を活用し行われる介護についての説明を受

け、同意した上で介護を受けている者（その家族等が説明を受け、同意した上で介護を受

けている者を含む。）であること。 

 

看取り介護加算について 

➀ 看取り介護加算は、医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと

診断した利用者について、その旨を利用者又はその家族等（以下「利用者」という。）に対し

て説明し、その後の療養及び介護に関する方針についての合意を得た場合において、医師、看

護職員、介護職員、介護支援専門員等が共同して、随時、利用者等に対して十分な説明を行い、

療養及び介護に関する合意を得ながら、利用者がその人らしく生き、その人らしい最期が迎え

られるよう支援することを主眼として設けたものである。 
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➁ 利用者等告示第 40 号ロに定める看護職員については、事業所において利用者の看取り介護

を行う場合、利用者の状態に応じて随時の対応が必要であることから、当該事業所と密接な連

携を確保できる範囲内の距離にある病院、診療所若しくは訪問看護ステーション（以下「訪問

看護ステーション等」という。）の職員に限るとしているところである。具体的には、当該事

業所と訪問看護ステーション等が、同一市町村内に所在している又は同一市町村内に所在して

いないとしても、自動車等による移動に要する時間がおおむね 20 分以内の近距離に所在する

など、実態として必要な連携をとることができることが必要である。 

➂ 事業所は、利用者に提供する看取り介護の質を常に向上させていくためにも、計画（Plan）、

実行（Do）、評価（Check）、改善（Action）のサイクル（PCDA サイクル）により、看

取り介護を実施する体制を構築するとともに、それを強化していくことが重要であり、具体的

には、次のような取組が求められる。 

イ 看取りに関する指針を定めることで事業所の看取りに対する方針等を明らかにする

（Plan）。 

  ロ 看取り介護の実施に当たっては、当該利用者に係る医師の診断を前提にして、介護に係

る計画に基づいて、利用者がその人らしく生き、その人らしい最期が迎えられるよう支援

を行う（Do）。 

  ハ 多職種が参加するケアカンファレンス等を通じて、実施した看取り介護の検証や、職員

の精神的負担の把握及びそれに対する支援を行う（Check）。 

  ニ 看取りに関する指針の内容その他看取り介護の実施体制について、適宜、適切な見直し

を行う（Action）。 

    なお、事業所は、看取り介護改善のために、適宜、家族等に対する看取り介護に関する

報告会並びに利用者等及び地域住民との意見交換による地域への啓発活動を行うことが

望ましい。 

➃ 質の高い看取り介護を実施するためには、多職種連携により、利用者等に対し、十分な説

明を行い、理解を得るよう努力することが不可欠である。具体的には、認知症対応型共同生

活介護事業所は、看取り介護を実施するに当たり、終末期にたどる経過、事業所等において

看取りに際して行いうる医療行為の選択肢、医師や医療機関との連携体制などについて、利

用者等の理解が得られるよう継続的な説明に努めることが重要である。加えて、説明の際に

は、利用者等の理解を助けるため、利用者に関する記録を活用した説明資料を作成し、その

写しを提供すること。 

➄ 看取り介護の実施に当たっては、管理者を中心として、看護職員、介護職員、介護支援専

門員等による協議の上、看取りに関する指針が定められていることが必要であり、同指針に

盛り込むべき項目としては、例えば、以下の事項が考えられる。 

   イ 当該事業所の看取りに関する考え方 

   ロ 終末期にたどる経過（時期、プロセスごと）とそれに応じた介護の考え方 

   ハ 事業所において看取りに際して行いうる医療行為の選択肢 

 ニ 医師や医療機関との連携体制（夜間及び緊急時の対応を含む） 

ホ 利用者等への情報提供及び意思確認の方法 

  ヘ 利用者等への情報提供に供する資料及び同意書の書式 

  ト 家族等への心理的支援に関する考え方 
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   チ その他看取り介護を受ける利用者に対して事業所の職員がとるべき具体的な対応の

方法 

➅ 看取りに関する指針に盛り込むべき内容を、施設基準第三十四号イ（3）に規定する重度

化した場合の対応に係る指針に記載する場合は、その記載をもって看取りに関する指針の

作成に代えることができるものとする。また、重度化した場合の対応に係る指針をもって

看取りに関する指針として扱う場合は、適宜見直しを行うこと。 

➆ 看取り介護の実施に当たっては、次に掲げる事項を介護記録等に記録するとともに、多 

職種連携を図るため、医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員等による適切な情報共 

有に努めること。 

   イ 終末期の身体症状の変化及びこれに対する介護等についての記録 

   ロ 療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変化及びこれに対するケアに

ついての記録 

ハ 看取り介護の各プロセスにおいて把握した利用者等の意向と、それに基づくアセス

メント及び対応についての記録 

 ⑧ 利用者等に対する随時の説明に係る同意については、口頭で同意を得た場合は、介護記録 

にその説明日時、内容等を記載するとともに、同意を得た旨を記載しておくことが必要で 

ある。 

また、利用者が十分に判断をできる状態になく、かつ、家族の来訪が見込まれないよう

な場合も、医師、看護職員、介護職員等が利用者の状態等に応じて随時、利用者に対する

看取り介護について相談し、共同して看取り介護を行っていると認められる場合には、看

取り介護加算の算定は可能である。 

この場合には、適切な看取り介護が行われていることが担保されるよう、介護記録に職

員間の相談日時、内容等を記載するとともに、利用者の状態や、家族と連絡を取ったにも

かかわらず事業所への来訪がなかった旨を記載しておくことが必要である。 

なお、家族が利用者の看取りについて共に考えることは極めて重要であり、事業所は、 

連絡を取ったにもかかわらず来訪がなかったとしても、継続的に連絡を取り続け、可能な

限り家族の意思を確認しながら介護を進めていくことが重要である。 

➈ 看取り介護加算は、利用者等告示第 40 号に定める基準に適合する看取り介護を受けた 

利用者が死亡した場合に、死亡日を含めて 45 日を上限として、事業所において行った看 

取り介護を評価するものである。 

   死亡前に自宅へ戻ったり、医療機関へ入院したりした後、自宅や入院先で死亡した場合で 

も算定可能であるが、その際には事業所において看取り介護を直接行っていない退居した 

日の翌日から死亡日までの間は、算定することができない。（したがって、退居した日の 

翌日から死亡日までの期間が 45 日以上あった場合には、看取り介護加算を算定すること 

はできない。） 

 なお、看取り介護に係る啓作計画の作成及び看取り介護の実施に当たっては、厚生労働

省「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等を参

考にしつつ、本人の意思を尊重した医療・ケアの方針が実施できるよう、多職種が連携

し、本人及びその家族と必要な情報の共有等に努めること。 

⓾ 事業所を退居等した月と死亡した月が異なる場合でも算定可能であるが、看取り介護加
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算は死亡月にまとめて算定することから、利用者側にとっては、事業所に入居していない

月についても自己負担を請求されることになるため、利用者が退居等する際、退居等の翌

月に亡くなった場合に、前月分の看取り介護加算に係る一部負担の請求を行う場合がある

ことを説明し、文書にて同意を得ておくことが必要である。 

⑪ 事業所は、退居等の後も、継続して利用者の家族への指導や医療機関に対する情報提供 

等を行うことが必要であり、利用者の家族、入院先の医療機関等との継続的な関わりの中 

で、利用者の死亡を確認することができる。 

    なお、情報の共有を円滑に行う観点から、事業所が入院する医療機関等に利用者の状態

を尋ねたときに、当該医療機関等が事業所に対して本人の状態を伝えることについて、退

居等の際、利用者等に対して説明をし、文書にて同意を得ておくことが必要である。 

⑫ 利用者が入退院をし、又は外泊した場合であって、当該入院又は外泊期間が死亡日以前

30 日の範囲内であれば、当該入院又は外泊期間を除いた期間について、看取り介護加算

の算定が可能である。 

⑬ 入院若しくは外泊又は退居の当日について看取り介護加算を算定できるかどうかは、当

該日に所定単位数を算定するかどうかによる。 

 ⑭ 家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生

活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有する能力に応じ自立した日常

生活を営むことができるようにするという認知症対応型共同生活介護の事業の性質に鑑

み、1 月に 2 人以上が看取り介護加算を算定することが常態化することは、望ましくない

ものであること。 

 

 

初期加算 

ハ 初期加算   ３０単位 

注 入居した日から起算して 30 日以内の期間については、初期加算として、1 日につき所定単

位数を加算する。 

 

初期加算について 

 ➀初期加算は、当該利用者が過去 3 月間（ただし、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに

該当する者の場合は過去 1 月間とする。）の間に、当該事業所に入居したことがない場合に

限り算定できることとする。 

 ➁短期利用認知症対応型共同生活介護を利用していた者が日を空けることなく引き続き当該

認知症対応型共同生活介護事業所に入居した場合（短期利用認知症対応型共同生活介護の利

用を終了した翌日に当該認知症対応型共同瀬活介護事業所に入居した場合を含む。）につい

ては、初期加算は入居直前の短期利用認知症対応型共同生活介護の利用日数を 30 日から

控除して得た日数に限り算定するものとする。 

 ➂30 日を超える病院又は診療所への入院後に再入居した場合は、①にかかわらず、初期加算

が算定される。 
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平成 19 年 2 月 19 日全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料Ｑ＆Ａ 

（問） 認知症高齢者グループホームにおいて短期利用している利用者が、当該認知症高者グル

ープホームに引き続き入居することとなった場合、初期加算は何日算定することができる

のか。 

（答） 認知症高齢者グループホームにおいて短期利用している利用者が日を空けることなく引

き続き当該認知症高齢者グループホームに入所した場合、初期加算は、30 日から入居直

前の短期利用の利用日数を控除して得た日数に限り算定できるものである。 

 

 

医療連携体制加算 

ニ 医療連携体制加算 ※要支援者には算定できない。 

 注  別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして市町村長に届け出た指定認

知症対応型共同生活介護事業所において、指定認知症対応型共同生活介護を行った場合は、

当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定

しない。 

 （1）医療連携体制加算（Ⅰ）  39 単位 

 （2）医療連携体制加算（Ⅱ）  49 単位 

 （3）医療連携体制加算（Ⅲ）  59 単位 

 

別に厚生労働大臣が定める施設基準 

イ 医療連携体制加算(Ⅰ)を算定すべき指定認知症対応型共同生活介護の施設基準 

（1）当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の職員として又は病院、診療所若しくは指定訪

問看護ステーションとの連携により、看護師を一名以上確保していること。 

（2）看護師により二十四時間連絡できる体制を確保していること。 

（3）重度化した場合の対応に係る指針を定め、入居の際に、利用者又はその家族等に対して、

当該指針の内容を説明し、同意を得ていること。 

ロ 医療連携体制加算(Ⅱ)を算定すべき指定認知症対応型共同生活介護の施設基準 

（1）当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の職員として看護職員を常勤換算方法で一名以

上配置していること。 

（2）当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の職員である看護職員又は病院、診療所若しく

は指定訪問看護ステーションの看護師との連携により、二十四時間連絡できる体制を確保し

ていること。ただし、（1）により配置している看護職員が准看護師のみである場合には、

病院、診療所又は指定訪問看護ステーションの看護師により、二十四時間連絡できる体制を

確保していること。 

（3）算定日が属する月の前十二月間において、次のいずれかに該当する状態の利用者が一人以

上であること。 

●喀痰吸引を実施している状態 

●呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態 
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●中心静脈注射を実施している状態 

●人工腎臓を実施している状態 

●重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実施している状態 

●人工膀胱又は人口肛門の処置を実施している状態 

●経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている状態 

●褥瘡に対する治療を実施している状態 

●気管切開が行われている状態 

（4）イ（3）に該当するものであること。 

ハ 医療連携体制加算(Ⅲ)を算定すべき指定認知症対応型共同生活介護の施設基準 

（1）当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の職員として看護師を常勤換算方法で一名以上

配置していること。 

（2）当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の職員である看護師又は病院、診療所若しくは

指定訪問看護ステーションの看護師との連携により、二十四時間連絡できる体制を確保して

いること。 

（3）イ（3）及びロ（3）に該当するものであること。 

 

医療連携体制加算について 

➀ 医療連携体制加算は、環境の変化に影響を受けやすい認知症高齢者が、可能な限り継続して

認知症対応型共同生活介護事業所で生活を継続できるように、日常的な健康管理を行ったり、

医療ニーズが必要となった場合に適切な対応がとれる等の体制を整備している事業所を評価

するものである。 

➁ 医療連携体制加算(Ⅰ)の体制について、利用者の状態の判断や、認知症対応型共同生活介護

事業所の介護従業者に対し医療面からの適切な指導、援助を行うことが必要であることから、

看護師の確保を要することとしており、准看護師では本加算は認められない。 

また、看護師の確保については、同一法人の他の施設に勤務する看護師を活用する場合は、

当該認知症対応型共同生活介護事業所の職員と他の事業所の職員を併任する職員として確保

することも可能である。 

➂ 医療連携体制加算(Ⅰ)の体制をとっている事業所が行うべき具体的なサービスとしては、 

・利用者に対する日常的な健康管理 

・通常時及び特に利用者の状態悪化時における医療機関（主治医）との連絡・調整 

・看取りに関する指針の整備 

等を想定しており、これらの業務を行うために必要な勤務時間を確保することが必要である。 

➃ 医療連携体制加算(Ⅱ)の体制については、事業所の職員として看護師又は准看護師を常勤換

算方法により１名以上配置することとしているが、当該看護職員が准看護師のみの体制である

場合には、病院、診療所又は訪問看護ステーションの看護師との連携を要することとしている。 

➄ 医療連携体制加算(Ⅱ)又は医療連携体制加算(Ⅲ)を算定する事業所においては、③のサービ

ス提供に加えて、協力医療機関等との連携を確保しつつ、医療ニーズを有する利用者が、可能

な限り認知症対応型共同生活介護事業所で療養生活を継続できるように必要な支援を行うこ

とが求められる。加算の算定に当たっては、施設基準第 34 号ロの(３)に規定する利用者によ

る利用実績（短期利用認知症対応型共同生活介護を利用する者を含む。）があり、当該利用者



 

- 52 - 

 

が療養生活を送るために必要な支援を行っていることを要件としている。 

イ 同号ロの(３)の(一)に規定する「喀痰吸引を実施している状態」とは、認知症対応型共 

同生活介護の利用中に喀痰吸引を要する利用者に対して、実際に喀痰吸引を実施している 

状態である。 

  ロ 同号ロの(３)の(二)に規定する「呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態」に

ついては、当該月において1週間以上人工呼吸又は間歇的陽圧呼吸を行っていること。 

  ハ 同号ロの(３)の(三)に規定する「中心静脈注射を実施している状態」については、中心

静脈注射により薬剤の投与をされている利用者又は中心静脈栄養以外に栄養維持が困

難な利用者であること。 

  二 同号ロの(３)の(四)に規定する「人工腎臓を実施している状態」については、当該月に

おいて人工腎臓を実施しているものであること。 

  ホ 同号ロの(３)の(五)に規定する「重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測

定を実施している状態」については、重症不整脈発作を繰り返す状態、収縮期血圧 90

ｍｍＨｇ以下が持続する状態又は酸素吸入を行っても動脈血酸素飽和度 90％以下の

状態で常時、心電図、血圧又は動脈血酸素飽和度のいずれかを含むモニタリングを行っ

ていること。 

  へ 同号ロの(３)の(六)に規定する「人工膀胱又は人口肛門の処置を実施している状態」に

ついては、当該利用者に対して、人工膀胱又は人口肛門に係る皮膚の炎症等に対するケ

アを行った場合であること。 

ト 同号ロの(３)の(七)に規定する「経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている状態」と 

は、経口摂取が困難で経腸栄養以外に栄養維持が困難な利用者に対して、経腸栄養を行

っている状態であること。 

  チ 同号ロの(３)の(八)に規定する「褥瘡に対する治療を実施している状態」については、

以下のいずれかの分類に該当し、かつ、当該褥瘡に対して必要な処置を行った場合に限

ること。 

第一度：皮膚の発赤が持続している部分があり、圧迫を取り除いても消失しない（皮

膚の損傷はない） 

第二度：皮膚層の部分的喪失（びらん、水疱、浅いくぼみをして現れるもの）がある 

第三度：皮膚層がなくなり潰痬が皮下組織にまで及ぶ。深いくぼみとして表れ、隣接

組織まで及んでいることもあれば、及んでいないこともある 

第四度：皮膚層と皮下組織が失われ、筋肉や骨が露出している 

  リ 同号ロの(３)の(九)に規定する「気管切開が行われている状態」については、気管切開

が行われている利用者について、気管切開に係るケアを行った場合であること 

➅ 医療連携体制加算の算定要件である「重度化した場合における対応に係る指針」に盛り込む

べき項目としては、例えば、①急性期における医師や医療機関との連携体制、②入院期間中に

おける認知症対応型共同生活介護における居住費や食費の取扱い、③看取りに関する考え方、

本人及び家族との話し合いや意思確認の方法等の看取りに関する指針、などが考えられる。 

また、医療連携体制加算算定時には、契約を結んだ上で訪問看護ステーションを利用するこ

とが可能となったが、急性増悪時等においては、診療報酬の算定要件に合致すれば、医療保

険による訪問看護が利用可能であることについては、これまでと変わらないものである。 
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【運営指導における不適正事例】 

・看護師の定期的な勤務実態がない。 

・看護業務の記録が整備されていない。 

・日常的な健康管理が行われていない。 

・重度化した場合における対応指針について、それを基に説明し同意を得た形成がない。 

・看護師が主治医と連絡・調整を行っていない、もしくは行った記録がない。 

 

平成 18 年 5 月 2 日Ｑ＆Ａ 

（問） 看護師の配置については、職員に看護資格を持つものがいればいいのか。看護職員して

専従であること が必要か。 

（答） 職員（管理者、計画作成担当者又は介護従業者）として看護師を配置している場合につ

いては、医療連携体制加算を算定できる。訪問看護ステーション等、他の事業所との・契

約により看護師を確保する場合については、認知症高齢者グループホームにおいては、看

護師としての職務に専従することが必要である。 

（問） 看護師としての基準勤務時間数は設定されているのか。（２４時間オンコールとさせ 

・  ているが、必要とされる場合に勤務するといった対応でよいか。） 

（答） 看護師としての基準勤務時間数は設定しないが、医療連携体制加算の請求において必

要とされる具体的なサービスとしては、・利用者に対する日常的な健康管理・通常時及

び特に利用者の状態悪化時における医療機関（主治医）との連絡・調整・看取りに関す

る指針の整備等を想定しており、これらの業務を行うために、当該事業所の利用者の状

況等を勘案して必要な時間数の勤務が確保できていることが必要である。（事業所にお

ける勤務実態がなく、単に「オンコール体制」としているだけでは、医療連携体制加算

の算定は認められない。） 

（問） 協力医療機関との連携により、定期的に診察する医師、訪問する看護師で加算はとれ

るか。連携医療機関との連絡体制（連携医療機関との契約書で可能か）による体制で加

算が請求可能か。 

（答） 医療連携体制加算は、環境の変化に影響を受けやすい認知症高齢者が、可能な限り継

続して認知症高齢者グループホームで生活を継続できるように、看護師を配置すること

によって、日常的な健康管理を行ったり、医療ニーズが必要となった場合に適切な対応

がとれる等の体制を整備している事業所を評価するものであるため、看護師を確保する

ことなく、単に協力医療機関に医師による定期的な診療が行われているだけでは算定で

きず、協力医療機関との契約のみでは算定できない。なお、協力医療機関との契約を見

直し、契約内容が、看護師の配置について医療連携体制加算を算定するに足りる内容で

あれば、算定をすることはあり得る。 

（問）  同一法人の他事業所に勤務する看護師を活用する場合、双方の常勤換算はどのように

考えられるのか。 

（答）  算定の留意事項（通知）にあるとおり、併任で差し支えない。常勤換算については、

双方の事業所に おける勤務時間数により、それぞれ算定する。 

（問）  算定要件である「重度化した場合における対応に関する指針」の具体的項目はきめら

れるのか。また、加算の算定には、看取りに関する指針が必須であるか。 
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（答） 算定の留意事項（通知）にあるとおり、医療連携体制加算の算定要件である「重度化し

た場合における対応に係る指針」に盛り込むべき項目としては、例えば、①急性期におけ

る医師や医療機関との連絡体制、②入院期間中におけるグループホームの居住費や食費の

取扱い、③看取りに関する考え方、本人及び家族との話し合いや意思確認の方法等の看取

りに関する指針、などを考えており、これらの項目を参考にして、各事業所において定め

ていただきたい。 

・   また、この「重度化した場合における対応に係る指針」は、入居に際して説明しておく

ことが重要である、 なお、指針については、特に様式等は示さないが、書面として整備

し、重要事項説明書に盛り込む、又は、その補足資料として添付するのが望ましい。 

 

平成 18 年 9 月 4日Ｑ＆Ａ 

（問） 医療連携体制加算について、看護師により２４時間連絡体制を確保していることとある

が、同一法人の 特別養護老人ホームの看護師を活用する場合、当該看護師が特別養護老

人ホームにおいて夜勤を行うと きがあっても、グループホームにおいて２４時間連絡体

制が確保されていると考えてよいか。 

（答） 医療連携体制加算は、看護師と常に連携し、必要なときにグループホーム側から看護師

に医療的対応 等について相談できる体制をとることを求めているものであり、特別養護

老人ホームの看護師を活用する場 合に、当該看護師が夜勤を行うことがあっても、グル

ープホームからの連絡を受けて当該看護師が必要な対 応をとることができる体制となっ

ていれば、２４時間連絡体制が確保されていると考えられる。 

 

平成 30 年 3 月 23 日Ｑ＆Ａ 

（問） 新設された医療連携体制加算（Ⅱ）・（Ⅲ）の算定要件である前 12 月間における利用実

績と算定期間の関係性如何。 

（答） 算定要件に該当する者の利用実績と算定の可否については以下のとおり。 
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退去時相談援助加算 

ホ 退居時相談援助加算   ４００単位    

 注  利用期間が 1 月を超える利用者が退居し、その居宅において居宅サービス又は地域密

着型サービスを利用する場合において、当該利用者の退居時に当該利用者及びその家族等

に対して退居後の居宅サービス、地域密着型サービスその他の保健医療サービス又は福祉

サービスについて相談援助を行い、かつ、当該利用者の同意を得て、退居の日から 2 週

間以内に当該利用者の退居後の居宅地を管轄する市町村〔略〕及び老人介護支援センター

〔略〕又は地域包括支援センター〔略〕に対して、当該利用者の介護状況を示す文書を添

えて当該利用者に係る居宅サービス又は地域密着型サービスに必要な情報を提供した場

合に、利用者 1 人につき 1 回を限度として算定する。 

 

退去時相談援助加算について 

 ① 退居時相談援助の内容は、次のようなものであること。 

  ａ 食事、入浴、健康管理等在宅における生活に関する相談援助 

  ｂ 退居する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を目的として行う各種訓

練等に関する相談援助 

 ｃ 家屋の改善に関する相談援助 

  ｄ 退居する者の介助方法に関する相談援助 

 ② 退居時相談援助加算は、次の場合には算定できないものであること。 

  ａ 退居して病院又は診療所へ入院する場合 

ｂ 退居して他の介護保険施設への入院若しくは入所又は認知症対応型共同生活介護、地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、特定施設入居者生活介護又は、地域密着型

特定施設入居者生活介護の利用を開始する場合 

  ｃ 死亡退居の場合 

③ 退居時相談援助は、介護支援専門員である計画作成担当者、介護職員等が協力して行う

こと。 

① 退居時相談援助は、退居者及びその家族等のいずれにも行うこと。 

② 退居時相談援助を行った場合は、相談援助を行った日付及び相談援助の内容の要点に関す

る記録を行うこと。 

 

平成 21 年 4 月改定関係Ｑ＆Ａ 

○退去時相談援助加算 

（問） 退居時相談援助加算は、グループホームのショートステイ利用者は対象となるか。 

（答） 本加算制度はグループホームを退居後の居宅サービスの利用等について相談を行ったこ

とを評価するものである。ショートステイ等既に居宅サービスを利用している者の相談援

助は居宅サービスのケアマネジャー等が行うものであるため、当該加算の対象とはならな

い。 
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認知症専門ケア加算 

ヘ 認知症専門ケア加算 

 注 厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た指定認知症対 

応型共同生活介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める者に対し専門的な認知症ケアを行 

った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、1 日につき次に掲げる所定単位数を加算する。 

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他 

の加算は算定しない。 

   (1)認知症専門ケア加算（Ⅰ）   ３単位 

   (2)認知症専門ケア加算（Ⅱ）   ４単位  

 

別に厚生労働大臣が定める基準 

四十二 〔略〕認知症対応型共同生活介護費、〔略〕介護予防認知症対応型共同生活介護費にお

ける認知症専門ケア加算の基準 

 イ 認知症専門ケア加算（Ⅰ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１） 事業所又は施設における利用者、入所者又は入院患者の総数のうち、日常生活に支障を

来すおそれのある症状若しくは行動が認められることから介護を必要とする認知症の

者（以下「対象者」という。）の占める割合が 2 分の 1 以上であること。 

（２） 認知症介護に係る専門的な研修を修了している者〔略〕を対象者の数が 20 人未満であ

る場合にあっては、1 以上、当該対象者の数が 20 人以上である場合にあっては、1 に、

当該対象者の数が 19 を超えて 10 又はその端数を増すごとに 1 を加えて得た数以上

配置し、チームとして専門的な認知症ケアを実施していること。 

（３） 当該事業所又は施設の従業者に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的

指導に係る会議を定期的に開催していること。 

 ロ 認知症専門ケア加算（Ⅱ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１） イの基準のいずれにも適合すること。 

（２） 認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者〔略〕を 1 名以上配置し、事

業所又は施設全体の認知症ケアの指導等を実施していること。 

（３） 当該事業所又は施設における介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を

作成し、当該計画に従い、研修を実施又は実施を予定していること。 

 

別に厚生労働大臣が定める者 

四十一 指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の認知症対応型共同生活介護費のヘの注

の厚生労働大臣が定める者 

 第三十号に規定する利用者 

 ※第三十号 日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を

必要とする認知症の者 

 

認知症専門ケア加算について 

①  「日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認められることから介護を必
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要とする認知症の者」とは、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する利用者を指

すものとする。 

②  「認知症介護に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践リーダー研修」、認知症看護

に係る適切な研修を指すものとする。 

③ 「認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議」は、テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。なお、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・

介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイダンス」,厚生労働省「医

療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守していること。 

④  「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは、「認知症介護指導者研修」、認知症看護

に係る適切な研修を指すものとする。 

 

平成 21 年 4 月改定関係Ｑ＆Ａ 

（問） 認知症専門ケア加算Ⅱの認知症介護指導者は、研修修了者であれば施設長でもかまわな

いか。 

（答） 認知症介護指導者研修修了者であり、適切に事業所又は施設全体の認知症ケアの実施等

を行っている場合であれば、その者の職務や資格等については問わない。 

（問） 認知症日常生活自立度Ⅲ以上の者の割合の算定方法如何。 

（答） 届出日の属する月の前３月の各月末時点の入所者又は利用者数の平均で算定する。 

（問） 認知症介護に係る専門的な研修を修了した者を配置するとあるが、「配置」の考え方如

何。常勤要件等はあるか。 

（答） 専門的な研修を修了した者の配置については、常勤等の条件は無いが、認知症チームケ

アや認知症介 護に関する研修の実施など、本加算制度の要件を満たすためには施設・事

業所内での業務を実施する必 要があることから、加算対象施設・事業所の職員であるこ

とが必要である。なお、本加算制度の対象となる施設・事業所は、専門的な研修を修了し

た者の勤務する主たる事業所１か所のみである。 

（問） 「認知症高齢者の日常生活自立度」を基準とした加算について、医師が判定した場合、

その情報は必ず文書で提供する必要があるのか。 

（答） 医師が判定した場合の情報提供の方法については特に定めず、必ずしも診断書や文書に

よる診療情報提供を義務づけるものではない。（問） 加算対象となる者が少ない場合で

も、認知症専門ケア加算Ⅱを算定するためには認知症介護実践リーダー研修修了者１名と

認知症介護指導者研修修了者１名の合計２名の配置が必要か。（答） 加算対象となる者

が10名未満の場合、認知症介護実践リーダー研修と認知症介護指導者研修の両方を修了

した者が１名配置されていれば認知症専門ケア加算Ⅱを算定できるものとする。（問） グ

ループホームのショートステイ利用者についても認知症専門ケア加算の算定要件に含め

ることが可能か。（答） 短期利用共同生活介護及び介護予防短期利用共同生活介護を受

ける利用者は、当該加算の算定要件に含めず、本加算の対象から除くものとする。 

 

令和 3年 3月 29 日Ｑ＆Ａ 

（問） 認知症専門ケア加算の算定要件について、「認知症介護に係る専門的な研修」や「認

知症介護の指導に係る専門的な研修」のうち、認知症看護に係る適切な研修とは、どの



 

- 58 - 

 

ようなものがあるか。 

（答） 現時点では、以下のいずれかの研修である。 

・  ①日本看護協会認定看護師教育課程「認知症看護」の研修 

・ ②日本看護協会が認定している看護系大学院の「老人看護」及び「精神看護」の専門

看護師教育課程 

・ ③日本精神科看護協会が認定している「精神科認定看護師」 

・ ただし、③については認定証が発行されている者に限る。 

（問） 認知症専門ケア加算（II）を算定するためには、当該加算（I）の算定要件の一つで

ある認知症介護実践リーダー研修修了者に加えて、認知症介護指導者養成研修修了者

又は認知症看護に係る適切な研修修了者を別に配置する必要があるのか。 

（答） 必要ない。例えば加算の対象者が 20 名未満の場合、 

・認知症介護実践リーダー研修と認知症介護指導者養成研修の両方を修了した者 

・認知症看護に係る適切な研修を修了した者 

のいずれかが１名配置されていれば、認知症専門ケア加算（II）を算定することができる。 

 

 

 

生活機能向上連携加算 

ト 生活機能向上連携加算    

 （1） 生活機能向上連携加算（Ⅰ） 100 単位 

 （2） 生活機能向上連携加算（Ⅱ） 200 単位 

注 1（1）について、計画作成担当者（指定地域密着型サービス基準第 90 条第 5 項に規定す

る計画作成担当者をいう。注 2 において同じ。）が、指定訪問リハビリテーション事業所、指

定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の医

師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（指定地域密着型サービス第 98 条第 1 項に規

定する認知症対応型共同生活介護計画をいう。以下同じ。）を作成し、当該認知症対応型共同

生活介護計画に基づく指定認知症対応型共同生活介護を行ったときは、初回の当該指定認知

症対応型共同生活介護が行われた日の属する月に、所定単位数を算定する。 

 

注 2（2）について、利用者に対して、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビ

リテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の医師、理学療法

　～19 　20～29 　30～39 ・・

1 1 1

必要な研修
修了者の
配置数

　「認知症介護に係る専門的な研修」

　「認知症介護の指導に係る専門的な研修」

認知症介護実践リーダー研修
認知症看護に係る適切な研修

認知症介護指導者養成研修 ・・

（研修修了者の人員配置例　）

（注）認知症介護実践リーダー研修と認知症介護指導者養成研修の両方を修了した者、又は認知主幹
後に係る適切な研修を修了した者を1名配置する場合、「認知症介護に係る専門的な研修」及び「認知
症介護の指導に係る専門的な研修」の修了者をそれぞれ1名配置したことになる。

認知症看護に係る適切な研修

加算対象者数

1 2 3 ・・



 

- 59 - 

 

士、作業療法士又は言語聴覚士が指定認知症対応型共同生活介護事業所を訪問した際に、計

画作成担当者（指定地域密着型サービス基準第 90 条第５項に規定する計画作成担当者をい

う。リにおいて同じ。）が当該医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士と利用者の身体

の状況等の評価を共同して行い、かつ、生活機能の向上を目的とした認知症対応型共同生活

介護計画（指定地域密着型サービス基準第 90 条第５項に規定する認知症対応型共同生活介

護計画をいう。以下この注において同じ。）を作成した場合であって、当該医師、理学療法士、

作業療法士又は言語聴覚士と連携し、当該認知症対応型共同生活介護計画に基づく指定認知

症対応型共同生活介護を行ったときは、初回の当該指定認知症対応型共同生活介護が行われ

た日の属する月以降３月の間、１月につき所定単位数を加算する。ただし、（1）を算定して

いる場合には算定しない。 

 

生活機能向上連携加算について 

➀ 生活機能向上連携加算（Ⅱ）について 

イ 「生活機能の向上を目的とした認知症対応型共同生活介護計画」とは、利用者の日常生活に

おいて介助等を必要とする行為について、単に介護従業者が介助等を行うのみならず、利用者

本人が、日々の暮らしの中で当該行為を可能な限り自立して行うことができるよう、その有す

る能力及び改善可能性に応じた具体的目標を定めた上で、介護従業者が提供する介護の内容を

定めたものでなければならない。 

ロ イの認知症対応型共同生活介護計画の作成に当たっては、指定訪問リハビリテーション事業

所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設

（病院にあっては、許可病床数が 200 床未満のもの又は当該病院を中心とした半径４キロメ

ートル以内に診療所が存在しないものに限る。）の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は

医師（以下この(12)において「理学療法士等」という。）が認知症対応型共同生活介護事業所

を訪問した際に、当該利用者のＡＤＬ（寝返り、起き上がり、移乗、歩行、着衣、入浴、排せ

つ等）及びＩＡＤＬ（調理、掃除、買物、金銭管理、服薬状況等）に関する利用者の状況につ

き、理学療法士等と計画作成担当者が共同して、現在の状況及びその改善可能性の評価（以下

「生活機能アセスメント」という。）を行うものとする。 

この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬におけ 

る疾患別リハビリテーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健施

設、介護療養型医療施設若しくは介護医療院である。 

ハ イの認知症対応型共同生活介護計画には、生活機能アセスメントの結果のほか、次に掲げる

その他の日々の暮らしの中で必要な機能の向上に資する内容を記載しなければならない。 

a 利用者が日々の暮らしの中で可能な限り自立して行おうとする行為の内容 

b 生活機能アセスメントの結果に基づき、イの内容について定めた３月を目途とする達成目

標 

c ｂの目標を達成するために経過的に達成すべき各月の目標 

d ｂ及びｃの目標を達成するために介護従業者が行う介助等の内容 

二 ハの b 及び c の達成目標については、利用者の意向も踏まえ策定するとともに、利用者自

身がその達成度合いを客観視でき、当該利用者の意欲の向上につながるよう、例えば当該目標

に係る生活行為の回数や当該生活行為を行うために必要となる基本的な動作（立位又は座位の
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保持等）の時間数といった数値を用いる等、可能な限り具体的かつ客観的な指標を用いて設定

すること。 

ホ 本加算はロの評価に基づき、イの認知症対応型共同生活介護計画に基づき提供された初回の

介護の提供日が属する月を含む３月を限度として算定されるものであり、３月を超えて本加算

を算定しようとする場合は、再度ロの評価に基づき認知症対応型共同生介護計画を見直す必要

があること。 

へ 本加算を算定する期間中は、各月における目標の達成度合いにつき、利用者及び理学療法士

等に報告し、必要に応じて利用者の意向を確認し、当該理学療法士等から必要な助言を得た上

で、利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの改善状況及びハのｂの達成目標を踏まえた適切な対応を行

うこと。 

 

② 生活機能訓練向上連携加算（Ⅰ）について 

イ  生活機能向上連携加算（1）については、①ロ、ホ及びヘを除き①を適用する。本加算は

理学療法士等が認知症対応型共同生活介護事業所を訪問せずにＡＤＬ及びＩＡＤＬに関す

る利用者の状況について適切に把握した上で計画作成担当者に助言を行い、計画作成担当者

が、助言に基づき①イの認知症対応型共同生活介護計画を作成（変更）するとともに、計画

作成から 3 月経過後、目標の達成度合いにつき、利用者及び理学療法士等に報告すること

を定期的に実施することを評価するものである。 

a ①イの認知症対応型共同生活介護計画の作成に当たっては、理学療法士等は当該利用者の

ＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する状況について、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通

所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の場に

おいて把握し、又は指定認知症対応型共同生活介護事業所の計画作成担当者と連携してＩ

ＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いて把握した上で、当該指定認知症対応型共同生活

介護事業所の計画作成担当者に助言を行うこと。なお、ＩＣＴを活用した動画やテレビ電

話を用いる場合においては、理学療法士等がＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状況に

ついて適切に把握することができるよう、理学療法士等と計画作成担当者で事前に方法等

を調整するものとする。 

b  当該認知症対応型共同生活介護事業所の計画作成担当者は、ａの助言に基づき、生活機 

能アセスメントを行った上で、①イの認知症対応型共同生活介護計画の作成を行うこと。 

なお、①イの認知症対応型共同生活介護計画には、a の助言の内容を記載すること。 

ｃ 本加算は、①イの認知症対応型共同生活介護計画に基づき指定認知症対応型共同生活介 

護を提供した初回の月に限り、算定されるものである。なお、ａの助言に基づき認知症対 

応型共同生活介護計画を見直した場合には、本加算を算定することは可能であるが、利用 

者の急性増悪等により認知症対応型共同生活介護計画を見直した場合を除き、①イの認知 

症対応型共同生活介護計画に基づき指定認知症対応型共同生活介護を提供した翌月及び 

翌々月は本加算を算定しない。 

ｄ ３月経過後、目標の達成度合いにつき、利用者及び理学療法士等に報告すること。な 

お、再度ａの助言に基づき認知症対応型共同生活介護計画を見直した場合には、本加算の 

算定が可能である。 
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平成 30 年 3 月 23 日Ｑ＆Ａ 

（問） 生活機能向上連携加算は、同一法人の指定訪問リハビリテーション事業所若しくは指定

通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設（原

則として許可病床数 200 床未満のものに限る）と連携する場合も算定できるものと考え

てよいか。 

（答）  貴見のとおりである。 

・  なお、連携先について、地域包括ケアシステムの推進に向けた在宅医療の主たる担い手と

して想定されている 200 床未満の医療提供施設に原則として限っている趣旨や、リハビ

リテーション専門職（理学療法士、作業療法士、言語聴覚師）の有効活用、地域との連携

の観点から、別法人からの連携の求めがあった場合には、積極的に応じるべきである。 

 

 

栄養管理体制加算 

チ 栄養管理体制加算   30 単位 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定認知症対応型共同生活介護事業所において、

管理栄養士（当該事業所の従業者以外の管理栄養士を含む。）が従業者に対する栄養ケアに係る

技術的助言及び指導を月１回以上行っている場合に、１月につき所定単位数を加算する。 

 

別に厚生労働大臣が定める基準 

五十八の五 定員超過利用・人員基準欠如に該当しないこと。 

 

栄養管理体制加算について 

①  栄養管理体制加算の算定に係る管理栄養士は、外部（他の介護事業所（栄養管理体制 

加算の対象事業所に限る。）、医療機関、介護保険施設（栄養マネジメント強化加算の算 

定要件として規定する員数を超えて管理栄養士を置いているもの又は常勤の管理栄養士 

を１名以上配置しているものに限る。）又は公益社団法人日本栄養士会若しくは都道府 

県栄養士会が設置し、運営する「栄養ケア・ステーション」）との連携により体制を確 

保した場合も、算定できる。 

②  「栄養ケアに係る技術的助言及び指導」とは、当該事業所における利用者の低栄養状 

態の評価方法、栄養ケアに関する課題（食事中の傾眠、拒食、徘徊・多動等）への対応 

方法、食形態の調整及び調理方法その他当該事業所において日常的な栄養ケアの実施に 

あたり必要と思われる事項のうち、いずれかに係る技術的助言及び指導のことをいうも 

のであって、利用者ごとの栄養ケア・マネジメントをいうものではない。 

③  「栄養ケアに係る技術的助言及び指導」を行うにあたって、以下の事項を記録するこ 

と。 

イ 当該事業所において利用者の栄養ケアを推進するための課題 

ロ 当該事業所における目標 

ハ 具体的方策 

ニ 留意事項 
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ホ その他必要と思われる事項 

 

令和 3年 3月 26 日Ｑ＆Ａ 

（問） 外部との連携について、介護保険施設の場合は「栄養マネジメント強化加算 

の算定要件として規定する員数を超えて管理栄養士を置いているもの又は常勤の 

管理栄養士を１名以上配置しているものに限る。」とあるが、栄養マネジメント 

強化加算を算定せず、介護保険施設に常勤の管理栄養士が１名いる場合は、当該 

施設の管理栄養士が兼務できるのか。 

（答） 入所者の処遇に支障がない場合には、兼務が可能である。ただし、人員基準にお 

いて常勤の栄養士又は管理栄養士を１名以上配置することが求められる施設（例： 

100 床以上の介護老人保健施設）において、人員基準上置くべき員数である管理 

栄養士については、兼務することはできない。 

 

 

口腔衛生管理体制加算 

リ 口腔衛生管理体制加算   30 単位 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定認知症対応型共同生活介護事業所において、 

歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、介護職員に対する口腔ケアに係る技術 

的助言及び指導を月１回以上行っている場合に、１月につき所定単位数を加算する。 

 

別に厚生労働大臣が定める基準 

六十八  

イ 事業所において歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助言及び指導に

基づき口腔ケア・マネジメントに係る計画が作成されていること。 

ロ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

口腔衛生管理体制加算について 

➀ 「口腔ケアに係る技術的助言及び指導」とは、当該事業所における利用者の口腔内状態の評

価方法、適切な口腔ケアの手技、口腔ケアに必要な物品整備の留意点、口腔ケアに伴うリス

ク管理、その他当該事業所において日常的な口腔ケアの実施にあたり必要と思われる事項の

うち、いずれかに係る技術的助言及び指導のことをいうものであって、個々の利用者の口腔

ケア計画をいうものではない。 

また、「口腔ケアに係る技術的助言及び指導」は、テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・

厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、

厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

➁ 「利用者の口腔ケア・マネジメントに係る計画」には、以下の事項を記載すること。 

イ 当該事業所において利用者の口腔ケアを推進するための課題 

ロ 当該事業所における目標 
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ハ 具体的方策 

ニ 留意事項 

ホ 当該事業所と歯科医療機関との連携の状況 

ヘ 歯科医師からの指示内容の要点（当該計画の作成にあたっての技術的助言・指導を

歯科衛生士が行った場合に限る。） 

ト その他必要と思われる事項 

➂ 医療保険において歯科訪問診療料又は訪問歯科衛生指導料が算定された日の属する月であ 

っても口腔衛生管理体制加算を算定できるが、介護職員に対する口腔ケアに係る技術的助言 

及び指導又は利用者の口腔ケア・マネジメントに係る計画に関する技術的助言及び指導を行 

うにあたっては、歯科訪問診療又は訪問歯科衛生指導の実施時間以外の時間帯に行うこと。 

 

平成 30 年 3 月 23 日Ｑ＆Ａ 

（問） 口腔衛生管理体制加算について、月の途中で退所、入院又は外泊した場合や月の途中か

ら入所した場合にはどのように取り扱えばよいのか。 

（答） 入院・外泊中の期間は除き、当該月において 1 日でも当該施設に在所した入所者につ

いて算定できる。 

（問） 口腔衛生管理体制加算について、「歯科訪問診療又は訪問歯科衛生指導の実施時間以外

の時間帯に行うこと」とあるが、歯科訪問診療料又は訪問歯科衛生指導料を算定した日と

同一日であっても、歯科訪問診療又は訪問歯科衛生指導を行っていない異なる時刻であれ

ば、「実施時間以外の時間帯」に該当すると考えてよいか。 

（答） 貴見のとおり。 

 

 

令和 3 年 3 月 26 日Ｑ＆Ａ 

（問） 口腔衛生の管理体制に関する管理計画の立案は、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた

歯科衛生士による技術的助言及び指導に基づき行われるが、技術的助言及び指導を行う歯

科医師は、協力歯科医療機関の歯科医師でなければならないのか。 

（答） 協力歯科医療機関の歯科医師に関わらず、当該施設の口腔衛生の管理体制を把握し 

・  ている歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士を想定している。 

（問） 口腔衛生管理体制加算の算定に当たって作成することとなっている「口腔衛生管理 

・  体制計画」については、施設ごとに計画を作成すればよいのか。 

（答） 施設ごとに計画を作成することとなる。 

 

 

口腔・栄養スクリーニング加算 

ヌ 口腔・栄養スクリーニング加算   20 単位 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定認知症対応型共同生活介護事業所の従業者 

が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニング及び栄養状

態のスクリーニングを行った場合に、1 回につき所定単位数を加算する。ただし、当該利
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用者について、当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定している場合

にあっては算定しない。 

 

別に厚生労働大臣が定める基準 

四十二の六 次のいずれにも適合すること。 

イ 利用開始時及び利用中 6 月ごとに利用者の口腔の健康状態について確認を行い、当該利用

者の口腔の健康状態に関する情報（当該利用者の口腔の件状態が低下している恐れのある場

合にあたっては、その改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員

に提出していること。 

ロ 利用開始時及び利用中 6 月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者の栄

養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の場合にあっ

ては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に

提出していること。 

ハ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

口腔・栄養スクリーニング加算について 

口腔・栄養スクリーニング加算の算定に係る口腔の健康状態のスクリーニング（以下 

「口腔スクリーニング」という。）及び栄養状態のスクリーニング（以下「栄養スクリー 

ニング」という。）は、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環として行われるこ 

とに留意すること。 

②  口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングを行うに当たっては、利用者について、そ 

れぞれ次に掲げる確認を行い、確認した情報を介護支援専門員に対し、提供すること。 

イ 口腔スクリーニング 

ａ 硬いものを避け、柔らかいものを中心に食べる者 

ｂ 入れ歯を使っている者 

ｃ むせやすい者 

ロ 栄養スクリーニング 

ａ ＢＭＩが 18.5 未満である者 

ｂ １～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施に 

ついて」（平成 18 年６月９日老発第 0609001 号厚生労働省老健局長通知）に規定す 

る基本チェックリストのＮｏ．11 の項目が「１」に該当する者 

ｃ 血清アルブミン値が 3.5ｇ／ｄｌ以下である者 

ｄ 食事摂取量が不良（75％以下）である者 

 

 

科学的介護推進体制加算 

ル 科学的介護推進体制加算   40 単位 

次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に届け出た指定認知症対応

型共同生活介護事業所が、利用者に対し指定認知症対応型共同生活介護を行った場合は、
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１月につき所定単位数を加算する。 

（1）利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の利用者の心 

身の状況等に係る基本的な情報を、厚生労働省に提出していること。 

（2）必要に応じて認知症対応型共同生活介護計画を見直すなど、指定認知 症対応型 

共同生活介護の提供に当たって、（1）に規定する情報その他指定認知症対応型共同 

生活介護を適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用していること。 

 

科学的介護推進体制加算について 

①  科学的介護推進体制加算は、原則として利用者全員を対象として、利用者ごとに上記 

に掲げる要件を満たした場合に、当該事業所の利用者全員に対して算定できるものであ 

ること。 

②  情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、 

提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本 

的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。 

③  事業所は、利用者に提供するサービスの質を常に向上させていくため、計画（Plan）、 

実行（Do）、評価（Check）、改善（Action）のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、 

質の高いサービスを実施する体制を構築するとともに、その更なる向上に努めることが 

重要であり、具体的には、次のような一連の取組が求められる。したがって、情報を厚 

生労働省に提出するだけでは、本加算の算定対象とはならない。 

イ  利用者の心身の状況等に係る基本的な情報に基づき、適切なサービスを提供するた 

めのサービス計画を作成する（Plan）。 

ロ  サービスの提供に当たっては、サービス計画に基づいて、利用者の自立支援や重度 

化防止に資する介護を実施する（Do）。 

ハ  ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報等も活用し、多職種が共同して、事 

業所の特性やサービス提供の在り方について検証を行う（Check）。 

ニ  検証結果に基づき、利用者のサービス計画を適切に見直し、事業所全体として、サ 

ービスの質の更なる向上に努める（Action）。 

④  提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に 

資するため、適宜活用されるものである。 

 

令和 3年 3月 26 日Ｑ＆Ａ 

（問） 要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、すべて提出すること」とされ

ていれるが、「やむを得ない場合」とはどのような場合か。 

（答） ・やむを得ない場合とは、例えば、通所サービスの利用者について、情報を提出すべき

月において、当該月の中旬に評価を行う予定であったが、緊急で月初に入院することとな

り、当該利用者について情報の提出ができなかった場合や、データを入力したにも関わら

ず、システムトラブル等により提出ができなかった場合等、利用者単位で情報の提出がで

きなかった場合がある。 

・   ・また、提出する情報についても、例えば、全身状態が急速に悪化した入所者について、

必須項目である体重等が測定できず、一部の情報しか提出できなかった場合等であっても、
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事業所・施設の利用者又は入所者全員に当該加算を算定することは可能である。 

   ・ただし、情報の提出が困難であった理由について、介護記録等に明記しておく必要があ

る。 

（問） ＬＩＦＥに提出する情報に、利用者の氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報が含ま

れるが、情報の提出に当たって、利用者の同意は必要か。 

（答） ＬＩＦＥの利用者登録の際に、氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報を入力いただ

くが、ＬＩＦＥのシステムにはその一部を匿名化した情報が送られるため、個人情報を収

集するものではない。そのため、加算の算定に係る同意は必要ではあるものの、情報の提

出自体については、利用者の同意は必要ない。 

（問） 加算を算定しようと考えているが、例えば入所者のうち１人だけでも加算の算定に係る

同意が取れない場合には算定できないのか。 

（答） 加算の算定に係る同意が得られない利用者又は入所者がいる場合であっても、当該者を

含む原則全ての利用者又は入所者に係る情報を提出すれば、加算の算定に係る同意が得ら

れた利用者又は入所者について算定が可能である。 

（問） 科学的介護推進体制加算、ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)、自立支援促進加算、個

別機能訓練加算(Ⅱ)、リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)ロ若しくは(Ｂ) ロ、リハ

ビリテーションマネジメント計画書情報加算又は理学療法若しくは作業療法 及び言語聴

覚療法に係る加算において、Barthel Index（ＢＩ）のデータ提出に際して、老人保健健

康増進等事業において一定の読み替え精度について検証されているＩＣＦステージング

から読み替えたものを提出してもよいか。 

（答） ＢＩの提出については、通常、ＢＩを評価する場合に相当する読み替え精度が内 

容の妥当性を含め客観的に検証された指標について、測定者が、 

－ ＢＩに係る研修を受け、 

－ ＢＩへの読み替え規則を理解し、 

－ 読み替え精度等を踏まえ、必要に応じて、読み替えの際に、正確な BI を別途評価す  

   する等の対応を行い、提出することが必要である。 

【通所系・居住系サービス】 

※平成 30 年度介護報酬改定に 関するＱ＆Ａ（ Vol. １）（平成 30 年３月 23 日）問 30 、

問 31 は削除する。 

※平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（ Vol. ６）（平成 30 年８月６日）問２は削 

除する。 

 

 

サービス提供体制強化加算 

ヲ サービス提供体制強化加算 

 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た指定認知 

症対応型共同生活介護事業所が、利用者に対し、指定認知症対応型共同生活介護を行った 

場合は、当該基準に掲げる区分に従い、1 日につき次に掲げる所定単位数を加算する。た 

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加 
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算は算定しない。  

（１） サービス提供体制強化加算（Ⅰ）   22 単位 

（２） サービス提供体制強化加算（Ⅱ）   18 単位 

（３） サービス提供体制強化加算（Ⅲ）     6 単位 

 

別に厚生労働大臣が定める基準 

五十九 認知症対応型共同生活介護費におけるサービス提供体制強化加算の基準 

 イ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  次のいずれにも適合すること。 

（１） 次のいずれかに適合すること。 

（一） 指定認知症対応型共同生活介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の

占める割合が 100 分の 70 以上であること。 

（二） 指定認知症対応型共同生活介護事業所の介護職員の総数のうち、勤続年数 10

年以上の介護福祉士の占める割合が 100 分の 25 以上であること。 

（２） 定員超過・人員基準欠如に該当していないこと。 

ロ サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

  （１） 指定認知症対応型共同生活介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占め

る割合が 100 分の 60 以上であること。 

  （２） 定員超過・人員基準欠如に該当していないこと。 

 ハ サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１） 次のいずれかに適合すること。 

（一） 指定認知症対応型共同生活介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の

占める割合が 100 分の 50 以上であること。 

（二） 指定認知症対応型共同生活介護事業所の看護・介護職員のうち、常勤職員の占

める割合が 100 分の 75 以上であること 

（三）認知症対応型共同生活介護を利用者に直接提供する職員の総数のうち、勤続年

数 7 年以上の者の占める割合が 100 分の 30 以上であること。 

（２） 定員超過・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

サービス提供体制強化加算について 

➀ 留意事項 2(16)④から➆まで、4(18)②及び 5(16)②を準用すること。 

 ② 認知症対応型共同生活介護を利用者に直接提供する職員とは、介護従業者として勤務を行

う職員を指すものとする。 

※2(16)④ 

職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（3 月を除く） 

  の平均を用いることとする。ただし、前年度の実績が 6 月に満たない事業所（新たに事

業を開始し、又は再開した事業所を含む。）については、届出日の属する月の前 3 月につ

いて、常勤換算方法により算出した平均を用いることとする。したがって、新たに事業

を開始し、又は再開した事業者については、4 月目以降届出が可能となるものであるこ

と。なお、介護福祉士については、各月の前月の末日時点で資格を取得している者とす

ること。 
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⑤ 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降においても、直近 3 月間の職員

の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない。なお、その割合につ

いては、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに届出を提

出しなければならない。  

➅ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものとする。具体的に

は、平成 24 年 4 月における勤続年数 3 年以上の者とは、平成 24 年 3 月 31 日時点で

勤続年数が 3 年以上である者をいう。 

⑦ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に加え、同一法人の経営

する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接

提供する職員として勤務した年数を含めることができるものとする。 

  ※4(18)② 

同一の事業所において介護予防認知症対応型共同生活介護を一体的に行っている場合に

おいては、本加算の計算も一体的に行うこととする。 

※5(16)② 

なお、この場合の認知症対応型共同生活介護の職員に係る常勤換算にあっては、利用

者への介護業務（計画作成等介護を行うに当たって必要な業務は含まれるが、請求事務

等介護に関わらない業務を除く。）に従事している時間を用いても差し支えない。 

 

平成 27 年 4 月改定関係Ｑ＆Ａ 

（問） サービス提供体制強化加算の新区分の取得に当たって、職員の割合については、これま

でと同様に、1 年以上の運営実績がある場合、常勤換算方法により算出した前年度の平均

（3 月分を除く）をもって、運営実績が 6 月に満たない事業所（新たに事業を開始した

事業所又は事業を再開した事業所）の場合は、4 月目以降に、前 3 月分の実績をもって

取得可能となるということでいいのか。 

（答） 貴見のとおり。 

・   なお、これまでと同様に、運営実績が 6 月に満たない場合の届出にあっては、届け出

を行った月以降においても、毎月所定の割合を維持しなければならず、その割合について

は毎月記録する必要がある。 

（問） サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イとサービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロは同時に取得

することは可能か。不可である場合は、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イを取得してい

た事業所が、実地指導等によって、介護福祉士の割合が 60％を下回っていたことが判明

した場合は、全額返還となるのか。 

（答） サービス提供体制強化加算（Ⅰ）とサービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロを同時に取得す

ることはできない。また、実地指導等によって、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの算

定要件を満たさないことが判明した場合、都道府県知事等は、支給された加算の一部又は

全部を返還させることが可能となっている。 

・   なお、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの算定要件を満たしていないが、サービス提

供体制強化加算（Ⅰ）ロの算定要件を満たしている場合には、後者の加算を取得するため

の届出が可能であり、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの返還等と併せて、後者の加算

を取得するため届出を行うことが可能である。 
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介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介護

職員等ベースアップ等支援加算 

介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介護職員等ベースアップ等支援加

算について 

・集団指導資料「各サービス共通」を参照 

 

 

４ 減算について 

 

（１）定員超過利用に該当する場合の所定単位数の算定について 

① 認知症対応型共同生活介護について当該事業所の利用者等の定員を上回る利用者等を入所

等させている場合（いわゆる定員超過利用の場合）においては、介護給付費の減額を行うこと

としている（通所介護費等の算定方法）。これは適正なサービスの提供を確保するための規定

であり、定員超過利用の未然防止を図るよう努めるものとする。 

② 利用者等の数が、通所介護費等の算定方法に規定する定員超過利用の基準に該当することと

なった事業所については、その翌月から定員超過利用が解消されるに至った月まで、利用者等

の全員について介護報酬が 70％に減算される。 

 

（２）人員基準欠如に該当する場合等の所定単位数の算定について 

➀ 認知症対応型共同生活介護については、当該事業所の職員の配置数が人員基準上満たすべき

員数を下回っているいわゆる人員基準欠如に対し、介護給付費の減額を行うこととしている

（通所介護費等の算定方法）。これは適正なサービスの提供を確保するための規定であり、人

員基準欠如の未然防止を図るよう努めるものとする。 

➁ 介護職員の人員基準欠如について 

  イ 人員基準上必要とされる員数から 1 割を超えて減少した場合には、その翌月から人員

基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等全員について介護報酬が 70％に減算さ

れる。 

 ロ 人員基準上必要とされる員数から 1 割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から

人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員について介護報酬が 70％に

減算される（ただし、翌月の末日において人員基準を満たすに至っている場合を除く。）。 

➂ 介護職員以外の人員基準欠如について 

 イ その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員について

介護報酬が 70％に減算される（ただし、翌月の末日において人員基準を満たすに至って

いる場合を除く。）。 

 ロ 計画作成担当者が必要な研修を修了していない場合及び計画作成担当者のうち、介護

支援専門員を配置していない場合についても同様の取扱いとする。 

ただし、都道府県における研修の開催状況を踏まえ、研修を修了した職員の離職等に

より人員基準欠如となった場合に、計画作成担当者を新たに配置し、かつ、市町村から
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の推薦を受けて都道府県に研修の申込みを行い、当該計画作成担当者が研修を修了する

ことが確実に見込まれるときは、当該研修を修了するまでの間は減算対象としない取扱

いとする。なお、当該計画作成担当者が受講予定の研修を修了しなかった場合は、通常

の減算の算定方法に従って、人員基準欠如が発生した翌々月から減算を行うこととする。 

 

（３）夜勤体制による減算について 

① 認知症対応型共同生活介護については、夜勤を行う職員の員数が基準に満たない場合の所定

単位数の減算に係る規定を置いているが、これらの規定は、夜間の安全の確保及び利用者等の

ニーズに対応し、適正なサービスの提供を確保するための規定であり、夜勤を行う看護職員又

は介護職員の員数不足の未然防止を図るように努めるものとする。 

② 夜勤を行う職員の員数が基準に満たない場合の減算については、ある月（歴月）において以

下のいずれかの事態が発生した場合に、その翌月において利用者等の全員について、介護報酬

が 97％に減算されることとする。 

  イ 夜勤時間帯（午後 10 時から翌日の午前 5 時までの時間を含めた連続する 16 時間を

いい、原則として事業所ごとに設定するものとする）において夜勤を行う職員数が夜勤職

員基準に定める員数に満たない事態が 2 日以上連続して発生した場合 

  ロ 夜勤時間帯において夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に定める員数に満たない事態が

4 日以上発生した場合 

 

（４）身体拘束未実施減算について 

 身体拘束廃止未実施減算については、事業所において身体拘束等が行われていた場合ではな

く、具体的には、記録を行っていない、身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を

３月に１回以上開催していない、身体的拘束等の適正化のための指針を整備していない又は身体

的拘束等の適正化のための定期的な研修を実施していない事実が生じた場合、速やかに改善計画

を市町村長に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を市町村長に

報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間について、利用者全

員について所定単位数の 100 分の 10 に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

（１）適正化のための対策を検討する委員会（3 か月に 1 回以上） 

委員会の構成メンバーは、事業所の管理者及び従業者より構成する場合のほか、これらの

職員に加えて、第三者や専門家を活用した構成とすることが望ましく、その方策として、

精神科専門医等の専門医の活用等も考えられる。運営推進会議と一体的に設置・運営する

ことも差し支えないが，個人情報の取扱い等について注意すること。 

また，事業所が報告、改善のための方策を定め、周知徹底する目的は、身体的拘束等の

適正化について、事業所全体で情報共有し、今後の再発防止につなげるためのものであり、

決して従業者の懲罰を目的としたものではない。 

■委員会において行う必要があること 

➀ 身体的拘束等について報告するための様式を整備すること。 

➁ 介護従業者その他の従業者は、身体的拘束等の発生ごとにその状況、背景等を記録

するとともに、①の様式に従い、身体的拘束等について報告すること。 

➂ 身体的拘束適正化検討委員会において、②により報告された事例を集計し、分析す
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ること。 

➃ 事例の分析に当たっては、身体的拘束等の発生時の状況等を分析し、身体的拘束等

の発生原因、結果等をとりまとめ、当該事例の適正性と適正化策を検討すること。 

➄ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。 

➅ 適正化策を講じた後に、その効果について評価すること。 

（２）指針の整備  

「身体的拘束等の適正化のための指針」には、次のような項目を盛むこと。 

➀ 事業所における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方 

➁ 身体的拘束適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 

➂ 身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針 

➃ 事業所内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関する基本方針 

➄ 身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針 

➅ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

➆ その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

（３）従業者に対する研修 

介護従業者その他の従業者に対して，身体的拘束等の適正化の基礎的内容等の適切な知識

を普及・啓発するとともに、当該事業者における指針に基づき、適正化の徹底を行うこと。 

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該事業者が指針に基づいた研修プログラム

を作成し、定期的な教育（年２回以上）を開催するとともに、新規採用時には必ず身体的拘

束等の適正化の研修を実施すること。また、研修の実施内容についても記録を行うこと。 

 

平成 30 年 3 月 23 日Ｑ＆Ａ 

（問） 新たに基準に追加された体制をとるためには準備が必要であると考えられるが、何

時の時点から減算を適用するか。 

（答） 施行以後、最初の身体拘束廃止に係る委員会を開催するまでの三ヶ月の間に指針等

を整備する必要があるため、それ以降の減算になる。 

 

令和 3年 3月 26 日Ｑ＆Ａ 

（問） 身体拘束廃止未実施減算については、「身体拘束の記録を行っていない事実が生じた

場合、速やかに改善計画を市町村長に提出した後、事実が生じた月から３か月後 に改

善計画に基づく改善状況を市町村長に報告することとし、事実が生じた月の翌月から

改善が認められた月までの間について減算する」こととされているが、施設から改善

計画が提出されない限り、減算の措置を行うことはできないのか。 

（答） 改善計画の提出の有無に関わらず、事実が生じた月の翌月から減算の措置を行って

差し支えない。当該減算は、施設から改善計画が提出され、事実が生じた月から３か

月以降に当該計画に基づく改善が認められた月まで継続する。 


